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決算審査特別委員会意見書 

 

　今回審査した令和３年度決算は、第２期復興・創生期間の初年度となる重要な

１年であることから、喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症対策に総力を

挙げて取り組むとともに、次期総合計画の重点施策体系を踏まえ、デジタル化な

どの社会変容や新たな課題にも適切に対応しながら、複合災害からの復興と福島

ならではの地方創生を着実に進めるため編成された当初予算に加え、新たな課題

に対処する等のため19度の補正を行い、大きな財政規模であった。 

　本委員会は、当該予算の趣旨を踏まえ、復興・創生のための事業が迅速かつ適

切に執行され、併せて行財政の円滑な運営と経営健全化が図られているかなどの

観点から審査を行った。その結果、令和３年度の予算執行は、普通会計、企業会

計とも、議会の議決の趣旨に沿い、おおむね適正に執行されたものと認められる。 

　なお、各会計において、改善または検討を必要とする事項は次のとおりである。 

 

◎普通会計について 

　本県では厳しい財政状況が続いており、「復興計画」及び「ふくしま創生総合

戦略」の推進とともに行財政の円滑な運営を図っていくため、次の事項に留意の

上、事務事業に取り組むべきである。 

　１　財源の確保について 

（１）新型コロナウイルス感染症等による社会経済活動への影響により一般財

源総額の確保が予断を許さない状況にある中、福島の復興と地方創生に係

る多様かつ膨大な財政需要等に対応するため、引き続き「原子力災害等復

興基金」を始めとした各種基金を有効活用するなど、必要な財源の確保に

努めること。 

（２）県税においては、前年度と比較して収入未済が減少しているものの、依

然として収入未済額全体に占める割合が高いことから、税負担の公平性を

維持し財源を適正に確保するため、滞納の実態に応じた適切で効果的な徴

収対策を講じ、収入未済の縮減を積極的に図ること。 

また、税以外の収入においては、新たな収入未済の発生防止を図るなど、

滞納者の資力等の状況を的確に把握した上で積極的な徴収対策を講じ収入

の確保に努めること。 

 

　２　事業執行について             

（１）前年度と比較し繰越額や不用額が減少しているが、繰越額については、
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復興事業の進捗により大幅に減少したものである。 

引き続き適切な情報収集やより計画的な事業管理及び執行を図り、繰越

額及び不用額の縮減に努めること。 

（２）複数によるチェック不足や職員の知識不足・思い込みなどによる不適切

な事務処理の発生防止のため、管理職も含めた職層別・業務別の財務事務

研修の内容を更に充実させ、職員全体の事務処理能力の向上を図ること。

さらに、事務事業の実施に当たっては、その根拠となる条文や要件を正確

に解釈することはもとより、発生し得る事務上のリスクを各所属内で十分

に分析・評価し、発生頻度や損害の程度などに応じて対策を講じるなど、

内部統制を確実に進め組織的なチェック体制の強化を図り、引き続き県民

に信頼される行政運営の確立に努めること。 

（３）庁舎や学校等は、日常的な使用に加え災害時の拠点ともなることから、

中長期的な視点から効果的・効率的な修繕等による維持管理を行うこと。 

　　 

　３　業務執行体制について 

復興・創生に資する取組や新型コロナウイルス感染症対策等の中で生じる

様々な課題に迅速かつ的確に対応するため、専門職を含めた必要な人員確保

に努め、引き続き、職員の心身の健康に配慮しつつ、適正な配置を図るとと

もに、職員の資質向上に必要な研修機会を確保するなど、業務執行体制の充

実・強化に努めること。 

 

◎流域下水道事業会計について 

　本事業は、令和２年４月１日に公営企業会計を適用して県行政や財務事務の透

明性を図り、令和３年３月に「福島県流域下水道事業経営戦略」を策定し計画的

な経営に取り組んでいるが、公営企業会計の適用の意義や経営戦略策定の目的を

しっかりと認識し、次の事項に留意の上、適正かつ効率的な事業経営に取り組む

べきである。 

１　会計処理については、組織としての執行体制やチェック体制が十分でなく

一部で不適切な処理が認められたため、複式簿記の考え方による企業会計諸

規則等の理解や発生主義会計に基づく会計処理の習得に努めるとともに、企

業出納員に期待される役割を適切に果たすなど、組織的なチェック体制の確

立により、今後は適正な会計処理に努めること。 

２　経営戦略の目標に掲げている経常収支比率での収支均衡や汚水処理原価の

低減を達成していくため、広域化・共同化や接続率向上による収益確保など、
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より一層経営効率化を推進し、安定的・持続的な事業経営に努めること。 

 

◎工業用水道事業会計について 

　契約水量増による営業収益の増加等により、単年度収支は黒字となっているも

のの、企業債残高が大きいことに加え、中長期計画及び経営戦略に基づいた老朽

施設の改築など、今後も多額の資金需要が見込まれることから、更なる経営の合

理化・効率化を推進しながら、次の事項に留意の上、事業運営に取り組むべきで

ある。 

１　相馬工業用水道については、給水能力増強工事が立地予定企業の計画変更

等による給水需要の減により中断を余儀なくされており、立地動向を見極め

適切に整備を行う必要がある。そのため、関係部局及び市町村との連携を密

にし、企業誘致、工業用水ユーザー開拓を進めるなど収益確保に向けた対策

を適切に講じること。 

２　工業用水道施設・設備の整備については、引き続き良質な工業用水の安定

供給に努めるとともに、より災害に強い施設となるよう、浸水対策や導水管

複線化などの着実な実施に努めること。 

 

◎地域開発事業会計について 

　本事業による本県への企業立地は、雇用創出等をもたらすことにより地域の振

興及び経済の発展に貢献してきた。令和２年度に事業の廃止が決定され、未分譲

地の販売業務は商工労働部に移管されたが、清算等の業務に当たっては次の事項

に留意の上、適切な対応をとるよう努めること。 

１　一般会計から繰り入れた負担金を財源として、企業債の償還を計画的に行

うとともに、利子負担の軽減を図るなど、 累積欠損金の着実な解消に努めること。 

 

◎県立病院事業会計について 

　病院事業収益が増えたものの、大野病院の現況調査委託料等により純損失が拡

大したため、累積欠損金が増加するなど依然として厳しい経営状況が続いている。

そのため、「ふくしま県立病院事業改革プラン」に基づき、県民や地域に期待さ

れ、信頼される医療機関として、引き続き新型コロナウイルス感染症対応をはじ

め、良質な医療の提供、健全な病院経営を実現するよう、次の事項に留意の上、

取り組むべきである。 

１　中山間地域における医療提供体制の確保、先進的な精神科医療の提供、震

災復興を支える医療提供体制の確保など、県立病院に求められる政策医療の
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役割を踏まえ、関係機関との連携を図りながら、地域のニーズに対応した、

より一層良質な医療の提供に努めること。 

　　また、収益の確保や費用削減の徹底による経営効率化のほか、未利用財産

の速やかな売却などによる累積欠損金の削減及び政策医療経費の確保などに

努めること。 

２　個人に係る医業未収金については、訪問徴収の実施や弁護士法人への回収

委託等により減少しているが、未収金の早期回収に組織的に取り組むととも

に、新たな未収金の発生防止に努めること。 


